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「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」が発出されたことなどを受け，道路空間上の制約の

高い市街地部においても，各地で工夫をしながら自転車走行空間づくりが進められている．自転車走行空

間整備を検討する際には，自転車利用者の「移動目的」といった都市交通的視点からの検討を深め，都市

交通全体の動きを見た上で，自転車計画を都市交通計画の一部として検討することが重要である．しかし

ながら，自転車交通に関する俯瞰的な実態分析は十分に蓄積されていない． 
そこで，本稿では，国土交通省が実施する全国都市交通特性調査に基づき，自転車の利用実態について

分析を行い，通勤・通学以外の移動目的との関係，また，それらの地域による違いや経年的な推移を把握

し，都市交通全体の中での自転車交通の現状について考察するものである． 
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1. はじめに 

 

「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン 1)」

が発出されたことなどを受け，道路空間上の制約の高い

市街地部においても，各地で工夫をしながら自転車走行

空間づくりが進められている．また，市域全体を俯瞰し

た自転車ネットワーク計画の公表も続いており，今後の

展開が期待されるところである． 

一方，幾つかの都市で行われている走行空間づくりの

取組事例を見ると，特定の区間において優れた環境整備

がなされているものの，不連続感が否めない．特に市街

地部では，現実的に差し迫った問題として，自転車利用

者の多い区間において，歩行者や自動車との事故防止対

策としての取組を優先する必要があり，過渡的な状況な

のであると考えられる．その意味でまだ走行空間整備は

発展途上と言えるが，この勢いを絶やさずに，ネットワ

ークや利用環境等を高めていくことが必要である． 

なお，それらの検討に当たっては，自転車利用者の

「移動目的」といった都市交通的視点からの検討を深め

る必要がある．なぜなら，単に通勤・通学目的の自転車

利用であっても，その利用実態は各都市において大きく

異なっており2)，また通勤・通学以外にも，買い物，レ

クリエーション等といった多様な自転車利用があり，優

れた先進都市を模倣して自転車計画を作成するといった

方法では不十分である可能性が高い．すなわち，都市交

通全体の動きを見た上で，自転車計画を都市交通計画の

一部として検討することが重要であると言える． 

しかしながら，自転車交通に関する俯瞰的な実態分析

は十分に蓄積されていない．近年は，クリーンかつエネ

ルギー効率の高い，環境にやさしい交通として，また，

健康増進のための交通手段として注目されている一方で，

少なくとも通勤・通学目的においては，すでに多くの都

市で自転車利用が減少しているという実態が確認されて

いる2)． 

そこで，本稿では，国土交通省が実施する全国都市交

通特性調査（以下，全国PT調査）に基づき，自転車の

利用実態について分析を行い，通勤・通学以外の移動目

的との関係，また，それらの地域による違いや経年的な

推移を把握し，都市交通全体の中での自転車交通の現状

について明らかにする． 
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2. 分析の特長 

 

自転車の利用実態に関する分析は，これまで国勢調査

を活用したものが多い3)が，通勤・通学目的の利用実態

に限定される．また，都市圏パーソントリップ調査を活

用した分析があるが，地域（都市規模）による利用特性

の違いに着目した分析は少ない4)． 

本研究は，全国PT調査を活用し，昭和62年調査（第1

回）から平成22年調査（第5回）まで継続的に調査が実

施されている41都市を対象に，三大都市圏と地方都市圏

に分類した上で，自転車利用実態の約20年間の経年変化

とその要因について分析する．なお，全国PT調査は， 
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図-1 1人1日あたりトリップ数 
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図-2 代表交通手段分担率 

秋の平日及び休日各1日の交通実態データであるが，本

稿では日常生活における自転車利用に着目し，平日の動

向について分析することとする． 

 

3. 自転車利用実態の経年変化 

 

(1) 自転車トリップ数と分担率の変化 

代表交通手段別の1人1日あたりのトリップ数及び代表

交通手段分担率を図-1，図-2に示す．三大都市圏，地方

都市圏ともに，昭和62年以降，自転車トリップ数及び自

転車分担率は減少しており，特に地方都市圏において顕

著となっている． 
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図-3 1人1日あたりトリップ数(男性) 
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図-4 1人1日あたりトリップ数(女性) 
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図-5 代表交通手段分担率（男性） 
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図-6 代表交通手段分担率（女性） 

 

同様の集計を男女別に行った結果を図-3～図-6に示す．

これをみると，自転車のトリップ数と分担率の減少は，

男性よりも女性の方が顕著となっている．男性の自転車

トリップ数と分担率は，三大都市圏ではむしろ増加傾向

であり，地方都市圏もトリップ数については平成11年以

降は横ばいとなっている．図-1に示す通り，男性と女性

の総トリップ数に大きな違いがなく，また人口比も概ね

同程度であることを踏まえると，女性の自転車利用の減

少が自転車交通全体の減少に大きく影響しているといえ

る． 

 

(2) 女性の自転車トリップ数が減少している移動目的 
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図-7 目的別の自転車トリップ数（女性） 
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図-8 目的別1人1日あたりトリップ数(女性) 

 

女性の目的別自転車トリップ数を図-7に示す．三大都

市圏，地方都市圏ともに，通勤・通学・業務目的につい

ては横ばい・微減傾向であるが，私事目的の減少が顕著

となっている．また，私事目的が占める割合が多いため，

帰宅目的も同様に大きく減少している．特に，地方都市

圏では，昭和62年から平成22年にかけて半減している． 

 一方，女性の私事目的の交通シェアが，図-8に示すと

おり，大きく変化していない中で，私事目的の自転車ト

リップが他のどの手段に転換したのかということについ

ては，図-9に示す私事目的の代表交通手段別トリップ数

で確認することができる．図-9をみると，特に地方都市

圏においては，昭和 62年から平成 22年にかけて，自転 



 

 4

0.09  0.11  0.10  0.10  0.11 
0.03  0.04  0.03  0.03  0.03 
0.14 

0.21  0.27  0.27  0.30 0.02 
0.01 

0.01  0.01 
0.01 

0.23 
0.20 

0.21  0.19  0.15 

0.27 
0.29  0.24  0.23  0.22 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

S62 H04 H11 H17 H22

徒歩・その他

自転車

自動二輪

自動車

バス

鉄道

トリップ／人・日

三
大
都
市
圏

 

0.24  0.32  0.37  0.46  0.51 0.04 
0.02  0.01 

0.01 
0.01 

0.21  0.17  0.15 
0.13 

0.11 
0.28  0.23  0.20  0.15 

0.16 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

S62 H04 H11 H17 H22

徒歩・その他

自転車

自動二輪

自動車

バス

鉄道

トリップ／人・日

地
方
都
市
圏

 

図-9 私事目的の代表交通手段別トリップ数(女性) 
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図-10 私事目的の移動距離帯別トリップ数（女性） 

 

車トリップ数が半減する一方で，自動車トリップ数が倍

増している．このことから，自転車から自動車への転換

が大半を占めているといえる． 

 

(3) 女性の私事目的の自動車利用の特性 

 女性の私事目的の移動における交通手段選択が自転車

から自動車に大幅に転換した様子を，移動距離帯別トリ

ップ数で示したものが図-10である．自転車が得意とす

る3km未満に着目すると，自転車トリップ数は半減し，

自動車トリップ数が倍増している．自転車から自動車に

転換したことで，自転車の利用圏域の外で自動車利用が

高まっているだけではなく，自転車の利用圏域の中でも

自動車への転換が進んでいることがわかる． 

 

4. おわりに 

 

 本稿では，自転車の利用実態と他の交通手段との関係

性が，「地域」「移動目的」「個人属性」によって明ら

かに違いがあることが確認された．特に，女性の私事目

的における自転車から自動車への転換が大きな変化であ

った．同じ移動目的で，かつ同じ道路上で交通手段の転

換が起きているという点だけをみても，自転車走行環境

の整備や利用促進といった政策を都市交通計画の一部と

して検討することの重要性を指摘することができる． 

 なお，図-1及び図-2では，平成17年から平成22年にか

けて，三大都市圏の鉄道利用が増加している．これは，

自転車が自動車に転換し，自動車が鉄道に転換した結果

としてのデータの見え方となっている可能性があり，そ

の関係性等について引き続き交通特性分析を深めること

としたい． 
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